様式第１号（第７条関係）

補助金等交付申請書

年　　月　　日
　鹿沼市長　宛

	申請者　
	住所

	
	氏　　名　　　　　　　　　　印

	
	電話番号



鹿沼市木造住宅耐震改修等事業補助金の交付を受けたいので、鹿沼市補助金等の交付に関する規則第８条第１項の規定により次のとおり申請します。なお、申請に当たり、同規則及び鹿沼市木造住宅耐震改修等事業補助金交付要領を遵守する旨を申し添えます。

	補助事業の実施期間
	　　　　年　　月　　日から
　　　　年　　月　　日まで

	補助事業に要する経費の額
	　　　　　　　　　　円

	添付書類
	□　補助事業等実施計画書（様式第２号）
□　補助事業等収支内訳書（様式第３号）
□　耐震改修等事業計画書（様式第４号）
□　補助対象住宅の付近見取図
□　耐震診断結果報告書の写し
□　耐震改修等に要する費用の見積書の写し
□　工事工程表
□　補助対象住宅の建築時期が確認できる書類
□　住民票の写し
□　補助対象住宅の家屋所有証明書
□　申請者及び所有者の国及び県の納税証明書
□　申請者、補助対象住宅の所有者及び耐震建替え後の住宅所有者（耐震建替えの場合に限る。）の関係が確認できる書類
□　耐震建替えを行う場合、新築する住宅の設計者及び工事監理者が確認できるもの
□　補助金等交付手続委任状（様式第２０号）
□　その他

	備考
	



[bookmark: _GoBack]（注意事項）
１　「補助事業の実施期間」は、同一年度内の期間を記載してください。年度をまたいで補助事業を実施することはできません。
２　「添付書類」の欄には、添付した書類の□に✓を記入し、同欄に記載のない資料を添付した場合は、余白に資料の名称を記入してください。

	同意書
　私は、この補助金の申請に当たり、市長が交付する条件に適するかの確認のために、私の市税の納付状況を確認することに同意します。
　　　　　年　　　月　　　日
同意者（申請者）　　氏名　　　　　　　　　　印　
※同意者（補助対象住宅所有者）　　氏名　　　　　　　　　　印　
※申請者と補助対象住宅所有者が異なる場合で、同意する場合に記入願います。



※事務処理欄（申請者は、記入しないでください。）
	受領日
	決定日
	通知日
	検査日
	請求日
	支払日
	【着手前申請型】
番号：

	／
	／
	／
	／
	／
	／

	



様式第２号（第７条関係）

補助事業等実施計画書

１　事業目的
　　鹿沼市木造住宅耐震改修等事業を実施することにより、地震発生時に住宅の倒壊を防ぎ、災害に強い安全なまちづくりに貢献する。
２　事業の実施場所
　　　鹿沼市
３　事業の概要及び経費の区分（単位：円）
	事 業 種 目
	総事業費
(Ａ＋Ｂ)
	負 担 区 分
	経費算出の基礎

	
	
	市補助金
	その他
	

	鹿沼市木造住宅耐震改修等事業
	
円
	(A)
円
	(B)
円
	別添収支予算書のとおり
１ 総合耐震改修事業
耐震改修に要した経費の5分の4以内。ただし、100万円を限度とする。
２ 耐震建替え事業
耐震改修に要する経費相当分（建替え前の木造住宅の床面積（住宅の用途に供する部分に限る。）に１平方　メートル当たり22,500円を乗じた額）の5分の4以内の額（100万円を超えるときは、100万円）とし、建替え後の住宅が木造であり、かつ、県産出材を10立方　メートル以上使用した場合は、当該額に10万円を加算した額。

	計
	円
	円
	円
	



４　事業完了予定年月日
　　年　　月　　日

様式第３号（第７条関係）

補助事業等収支内訳書
１　収入
	区分
	収入額
	備考

	鹿沼市木造住宅耐震改修等事業補助金
	円
	

	自己負担
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	合計
	円
	


（注意事項）
「備考」の欄には、その収入の支払元、内訳等を記入してください。

２　支出
	区分
	支出額
	対象
経費
	備考

	木造住宅耐震改修等事業
	円
	
	

	
	円
	
	

	
	円
	
	

	
	円
	
	

	合計
	円
	
	


（注意事項）
１　「対象経費」の欄には、その支出が補助金の対象経費に該当する場合は○を、対象経費に該当しない場合は×を、それぞれ記入してください。
２　「備考」の欄には、内訳、算定根拠等を記入してください。


様式第４号（第７条関係）

耐震改修等事業計画書

１　耐震改修等概要
	工事区分
	□耐震改修　　　□耐震建替え

	住宅の種類
	□一戸建て住宅　□併用住宅

	住宅建築年月日
	　　　年　　月　　日（建築確認　　　年　　月　　日）

	住宅の規模
	地上　　　　階

	住宅の面積

	１階　　　　　㎡
２階　　　　　㎡
合計　　　　　㎡（住宅部分の面積　　　　　㎡）

	耐震診断
	実施期間
	　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

	
	診断者
	

	
	診断結果
	上部構造評点の最小値　Iw＝

	工事実施予定期間
	　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

	耐震改修等工事設計
（設計者）
	住所又は所在地
氏名
建築士資格（1級・2級・木造）大臣（　　）知事　第　　　号
建築士事務所名
電話番号

	耐震改修等工事
（監理者）
	住所又は所在地
氏名
建築士資格（1級・2級・木造）大臣（　　）知事　第　　　号
建築士事務所名
電話番号

	耐震改修等工事（耐震改修又は新築工事の施工者）
	事務所の所在地
代表者の氏名
電話番号

	耐震改修等工事（除却工事の施工者）
	事務所の所在地
代表者の氏名
電話番号


２　耐震改修等工事費内訳
（耐震改修）
	区分
	内訳
	金額（円）

	補助対象（補強計画策定・耐震補強工事）

	補強計画策定
耐震補強工事

	

	
	補助対象の合計①
	

	補助対象外（リフォーム工事等）
	
	

	
	補助対象外の合計
	

	補助対象及び補助対象外の合計
	


（耐震建替え）
	区分
	金額（円）

	(1)
	除却工事（工事完了予定日　　　年　　月　　日）
	

	(2)
	新築工事（工事完了予定日　　　年　　月　　日）
	

	(3)
	設計
	

	(4)
	監理
	

	(5)
	一体契約　(1)(2)(3)(4)
	

	(6)
	(1)～(5)の合計②
	

	(7)
	耐震改修に要する経費相当額　（22,500円×住宅部分の面積）③
	

	(8)
	県産出材使用（１０㎥以上使用）④
	


３　補助対象額
	耐震改修の場合は①の額
耐震建替えの場合は②と③の少ない額に県産出材使用があれば④を加えた額
	金額（円）

	
	



